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研究成果の概要（和文）：教育が私立学校によってなされる場合（私的教育）の方が、税金で賄

われている公立学校によってなされる場合（公的教育）より、経済成長は高まるが貧富の格差

も大きくなることが従来指摘されてきた。これに対して、教育が直接的に人々の能力を高める

だけでなく、間接的に他の人の能力も高めるという効果があることを考慮すると、公的教育の

下で、高い成長と小さな格差を達成できることを示した。また、教育の間接的な効果を評価し

て人々の能力を高めるために必要な経済政策も明らかにした。 

 
研究成果の概要（英文）：It has been pointed out that both economic growth and income 
inequalities are higher under private education in which the education is done in private 
schools, than under public education, in which the education is supplied by the 
government-supporting public schools. In contrast, we showed that high growth and low 
inequalities can be achieved under public education, taking the effect into account that 
education increases not only the human capital of the students directly but that of the 
other people indirectly via the increased human capital of the students. The relevant 
economic policies are also derived to enhance human capital, evaluating the indirect 
effects of education. 
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１．研究開始当初の背景 

(1) 私的教育制度の下でも公的教育制度の

下でも、経済が成長する際には所得格差が必

ず拡大するという結論が示され、その頑健性

について理論的な検討が加えられていた。ま

た、所得水準と教育費用との関係が成長と所

得格差との間の関係にどのような影響を及

ぼすかについても研究が進められていた。 

 

(2) 教育や学習を通しての人的資本形成が

所得格差に影響を及ぼす際に、重要な役割を

果たすものの一つとして金融市場がある。資

本の蓄積に伴って、その限界生産力は変化す

るが、外部性や市場の不完全性などのために、

それが市場価格にきちんと反映されない場

合、成長や所得格差はどうなるのか、また、

どのような経済政策を行うべきかについて

盛んに議論されていた。 

 

(3) 日本では、企業内での教育や職場におけ

る訓練が減少し、それに伴って、非正規雇用

の割合が上昇していると指摘され、この問題

に対するマクロ経済学的な分析が必要にな

っていた。 

 
 
２．研究の目的 

(1) 教育制度が、経済成長と所得格差、及び

それらの間の関係に与える影響を理論的に

分析する。そして、可能であれば、成長と格

差と観点から、望ましい教育制度について考

える。 

 

(2) 外部性や市場の不完全性が存在し、人的

資本や物的資本の経済への貢献が市場で正

確に評価されない時の経済成長について分

析し、それらを是正する経済政策について議

論する。 

 

 

３．研究の方法 

(1) 研究代表者、研究分担者、研究連携者及

び２人の研究協力者の５人を、各々の役割分

担によってグループに分け、教育を通じた人

的資本の蓄積、教育制度と所得格差に関する

マクロ分析、市場の不完全性と所得格差に関

するマクロ経済的分析、のそれぞれに関する

従来の研究の包括的かつ詳細なサーベイを

行った。 

 

(2) 従来の研究のサーベイと、人的資本形成、

市場の不完全性と経済成長及び所得格差に

関する現実のデータ及びそれらに関する既

存の実証分析の結果を踏まえて、いくつかの

マクロ経済モデルを構築し分析した。また、

必要に応じて数値計算を行い、解析的分析に

よって得られた結論の頑健性を確認した。 

 
４．研究成果 

(1) Glomm and Ravikmar(1992)のモデルに教

育効果に関する外部性を導入したマクロ動

学モデルを用いて、教育制度と経済成長及び

所得格差の関係について理論的な分析を行

った。教育の外部効果を考慮していない

Glomm and Ravikmar モデルでは、私的教育及

び公的教育のいずれの教育制度においても、

経済が成長する限り、所得格差は必ず拡大す

る。しかし、教育に正の外部効果があれば、

たとえそれがあまり大きくなくても、両方の

教育制度において、所得格差が縮小しながら

経済が成長する経路があることを示した。ま

た、そのための条件についても明らかにした。 

 

(2) 教育の外部性については同じ世代の中

で発生するものだけではなく、世代を越えた

外部性も重要な役割を果たす。この点を考慮

した動学モデルを構築し、特に所得格差の縮

小が経済成長に与える効果が私的教育制度



下と公的教育制度下でどのように異なるか

に焦点を当てて分析を行った。その結果、公

的教育制度の下では人口成長及び教育の世

代間を越えた外部効果が経済成長に大きな

影響を与えるに対して、私的教育制度下では

それらが重要な役割を果たさないことが示

された。これらの結果は今後の教育政策のあ

り方を考える上で重要である。 

 

(3) 教育としては学校教育だけでなく企業

内における教育及び訓練も重要である。企業

内の教育・訓練は学校教育と代替関係にある

と考えてマクロ動学分析を行い、学校教育水

準の低下が企業の人的資本投資のための費

用の増大を招き、その結果として、非正規雇

用者が増加し、非正規雇用者と正規雇用者の

間の賃金格差を拡大させる可能性があるこ

とを示した。これは今後の非正規雇用者の問

題を考えるための新しい試みである。また、

熟練労働者と未熟練労働者の間の代替・補完

の関係が結論にどの程度影響を与えるかを

検討するために、コブ－ダグラス型生産関数

に代えて CES型生産関数を組み込んだモデル

を分析し、先の結論が、かなりの頑健性を持

つことが明らかになった。 

 

(4) 所得格差に関する研究の中で最近その

重要性を増しているものに、同程度の教育を

受けたグループ内での所得格差と、教育水準

の異なるグループ間での所得格差の問題が

ある。技術革新が発生した場合、個人による

教育水準の選択を通してグループ間の格差

が拡大しうることは、Caselli(1999)の先駆

的な研究においてすでに示されているが、グ

ループ内での所得格差についてはこれまで

必ずしも十分な分析がなされてこなかった。

Katz and Autor(2000)が指摘しているように、

アメリカでは、最初に熟練労働者のグループ

内での所得格差が拡大し、その後にグループ

間での格差が拡大している。Caselli(1999)

のモデルに Meckl and Zink(2004)の教育水準

の選択に関するアイデアを導入したモデル

を用いて、技術革新とグループ内及びグルー

プ間での所得格差の分析を行った。その結果、

技術革新によって熟練労働者のグループ内

での所得格差は拡大するが、未熟練労働者内

の所得格差は縮小することを示した。 

 

(5) 低所得者の所得水準が上昇しない原因

の一つとして、その労働供給曲線の特殊性が

挙げられている。つまり、賃金が非常に低い

時にさらに賃金が低下すると、それまでの所

得水準を維持しようとしてむしろ労働供給

を増やしてしまい、それが全体として賃金を

引き下げ、個人の所得水準をかえって減少さ

せるというものである。従来の研究ではこの

ような労働供給行動をうまく説明できなか

ったのに対して、かなり妥当な仮定の下で、

高賃金率の下でのみならず低賃金率の下で

も右下がりになる労働供給曲線を導出した。   

 

(6) Maoz&Moav(1999)の代表的な研究をはじ

めとして、経済成長と所得格差を分析した多

くの研究では、所得水準が増えるとともに、

所得に占める教育費のシェアが減少する、あ

るいは一定である、と仮定されている。しか

し、これは実証研究の結果とは必ずしも整合

的でない。そこで、Maoz＆Moav のモデルを再

度詳細に分析した結果、所得に占める教育費

のシェアが所得の増加にともなって上昇す

る場合、所得格差と所得水準が定常均衡へ向

かって単調に収束していくという彼らの結

論は成り立たず、それらが循環的に変動する

ことが分かった。                         

 

(7) 人的資本の特徴として、物的資本に比べ



てそれがより大きな外部効果を持つ点が指

摘されてきた。外部性が存在する場合、競争

均衡は一般にパレート最適にならないので、

政府が介入して効率性を改善する可能性が

生じる。そのための政策手段として学習や教

育への補助金が考えられている。従来の研究

では、モデルごとにその動学的体系を詳細に

調べて最適な補助金を見つけるという方法

がとられているのに対して、最適な補助金を

見つけるための簡単で有用なルールを、一般

的な人的資本蓄積モデルを用いて示した。 
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